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この申告により納付すべき法人税割額　⑩－⑪－⑫ ⑬

既に納付の確定した当期分の法人税割額 ⑪ 0 01 2

差引法人税割額　⑥－⑧－⑨又は⑦－⑧－⑨ ⑩ 0 06 7

外国の法人税等の額の控除額 ⑧

仮装経理に基づく法人税割額の控除額 ⑨

) ⑦
12.3

0 0 0 100
２以上の市町村に事務所又は事業所を有する法人における課税標準
となる法人税額又は個別帰属法人税額及びその法人税割額

(
⑥

×22
21

円
0 0 0 100

12.3 十億 百万 千

退職年金等積立金に係る法人税額 ⑤

課税標準となる法人税額又は個別帰属法人税額及びその法人税割額 ①＋②－③－④＋⑤ ⑥

みなし配当の25％相当額の控除額 ③

還付法人税額等の控除額 ④

試験研究費の額又は教育訓練費の増加額等に係る法人税額の特別控除額 ②

0 0

の市町村民税の　　　確　定　　　申告書

法　 人　 税　 割　 額
税率 税　　　　　額100

花 子

事 業 年 度 分 又
は

連 結 事 業 年 度

※
平成 年 月 日から平成 年 月 日までの

（ふりがな）
経理責任者
氏　　　名代 表 者

氏 名 印
天 竜浜 松 太 郎

は ま ま つ た ろ う

兆

0 0

期末現在の資本金等の額
又は連結個別資本金等の額

1

(電話　　０３-△△△△-××××　）

（ふりがな）

法人名

期 末 現 在 の 資 本 金 の 額
又  は  出  資  金  の  額

かぶしきがいしゃ は ま ま つ し や く し ょ し ょ う じ

株 式 会社 浜 松 市 役 所 商 事

　　情報処理サービス業
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左下の｢指定都市に申告する場合の
⑮の計算｣欄の均等割額の合計額を
記載

課税標準の分割基準
に使用する浜松市従
業者数は、市内全区
の従業者数の合計

※法人税割が算出さ
れない場合でも、必ず
記載してください。

　事務所等ごとに記載

※浜松市内に３以上
の事務所等を有する
場合は、｢課税標準の
分割明細書｣等に記
載して提出してくださ
い。

　　　　　　　各区の均等割額を記載
※事務所等を有する区が、１区のみの場合でも、
必ず記載してください。

現在の市での登録状況をもとに参考表示してい
ます。実態に即した申告をしていただきますととも
に必要に応じて変更届の提出をお願いします。

　　　　【記載例の事例】

◎平成19年4月1日から平成
20年3月31日の事業年度に
かかる確定申告

◎申告事業所の現況（平成
20年3月31日時点）は以下の
とおり
 ・資本金等　：　1,000万円
 ・本社　：　浜松市中区
 ・課税標準となる法人税割
額
　 ：　500万円
 ・従業者数　：
　 会社計　　　　　　200人
　 内 浜松市内計　　90人
　 （本店 20名、浜北区 60
名、
　 北区 10名）
 ・当初東区にあった営業所
は中途の平成19年7月10日
に浜北区へ移転し、さらに平
成19年12月1日に北区に事
務所を新規設置

※　注意事項！　※

貴社作成の申告書で申告いただく場合には、必ず浜松市から送った申告書（未記
入で結構です。）を添付してください。

｢指定都市に申告する場合の⑮の計算｣欄の区コード、月数、従業者数、均等割
額は必ず全て入力してください。


